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技術系人材のマネジメントに関する基礎的研究
― 採用・配置に関する先行研究の渉猟を中心に ―

日　高　靖　和†・小　林　敏　男‡

1．はじめに

1－ 1　問題意識
近年のデジタル技術や通信ネットワークの急

速な進歩は，技術革新・製品開発のスピード化
やプロダクトライフサイクルの短縮化，そして
市場のグローバル化をもたらし，企業を取り巻
く環境をグローバルなメガ・コンペティション

（小林，1999）と呼ぶべき厳しい競争状況へと
導いている。そして，生き残りを賭ける企業あ
るいは企業集団では，事業構造の変革を積極化
させ，経営資源配分の最適化を図っている。こ
のような状況下，とりわけ製造業においては競
争力の源泉となる技術系人的資源の採用とその
配置は極めて重要な経営課題となり始めてい
る。厳しいグローバル競争を勝ち抜くために，
成長が見込まれる分野で優秀な技術系人材を採
用・選抜し，高度な専門知識ないしはスキルを
活かして高いパフォーマンスを発揮させること
が求められる一方で，成熟期ないしは衰退期を
迎え縮小・撤退すべき分野の技術系人材につい
ては，その高度な専門性のゆえに，彼（女）ら
の処遇に苦慮する企業も少なくない。すなわ
ち，事業構造の変革を伴う経営戦略の遂行にお
いては，事務系人材に比べて，保有する知識・
スキルが事業分野と密接に結びついている技術
系人材の方が，遥かに大きな影響を受けること
になると言える。

さて，日本の労働市場に目を向けてみると，
日本経営者団体連盟は，1995 年に発表した報
告書『新時代の「日本的経営」－挑戦すべき方
向とその具体策－』において，戦後わが国に定
着した長期継続雇用の慣習が，今後「長期雇用
者と流動化させる雇用者との組み合わせ」へと
変化し，全体的には労働市場が流動化へと進む
ことを示唆している。しかも，この報告書の中
では，企業や企業集団の競争力の源泉となるべ
き研究開発等の従事者が，流動化させるグルー
プの一つである「高度専門能力活用型グルー
プ」に含められている。しかしながら，総務省
による「就業構造基本調査」の結果（図表 1 －
1）では，「専門的・技術的職業従事者」の転職
者が増加傾向にあるとは言い難い。また，厚生
労働省（2011）の調査では，新規学卒を増加さ
せる理由として，大卒文系だけではなく，大卒
理系であっても「長期的に育成することが必要
な基幹的業務を担う者の確保」が上位にランク
されている。つまり，経営を取り巻く環境の変
化が激しく，企業や企業集団が積極的に事業構
造の変革を実行していく中でも，日本の企業は
技術系人材を長期継続雇用型の人材と見なす傾
向にあり，撤退・縮小する分野の数多くの技術
系人材は，組織内の所謂内部労働市場の中で異
動しているケースが多いという可能性が否めな
い。

1 － 2本研究の目的
本研究の目的は，技術系人材の採用および配

置のメカニズムを理論的に解明し，企業経営者
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に対して，技術系人材の採用および配置を効果
的に実施するための有益な情報を提供すること
である。本研究では，事業構造の変革を進める
企業あるいは企業集団において，保有する知
識・スキルが事業分野と密接に結びついている
技術系人材の多くが内部労働市場の中で異動し
ている状況を理論的に分析することを目標に置
いている。人材マネジメントは，経営学だけで
はなく，経済学，心理学，社会学などでも取り
上げられる学際的要素の強い分野であるが，現
実の企業の中における「技術系人材の採用・配
置」という事象を複数の学術分野の見地から複
眼的に捉えることにより，より実務的に有益な
情報を企業経営者に提供することを試みる。す
なわち，事務系人材などとは異なる「技術系人
材の採用・配置」におけるユニークな要素を発
見することができれば，現実の経営における意
思決定に大きく貢献することできると考えてい
る。

なお，本研究の特徴は，「事業構造の変革に
伴う技術系人材の採用・配置」を主たる対象と
している点であり，技術系人材の創造性を引き
出す，あるいは，イノベーションを生み出す，
などのことを目的とした内部労働市場での異動
については，射程外である。

1 － 3　本稿の構成
本稿の特徴は，技術系人材の採用・配置の問

題に関連する先行研究と，それらの問題にアプ
ローチするための有用性が認められる理論およ
び先行研究を，その学術分野に囚われずにサー
ベイした上で考察した後，そこから導出された
仮説を，実務家からのインタビューにより検
証する。まず，「2．経済学的アプローチ」で
は，労働市場および雇用を取り扱う先行研究を
整理し，人材の採用や配置のメカニズムを経済
学的にとらえた理論および企業経営の外部環境
と密接に関連する労働経済学の研究を概観す
る。「3．経営学的アプローチ」では，技術系人
材の採用・配置に関連するテーマを取り上げた
経営学分野における理論および先行研究を整理
する。「4．学際的アプローチ」では，技術系人
材を含む人的資源の問題を社会学的や心理学的
な要素を取り上げた学際的な研究を概観する。

「5．先行研究から導出された仮説」では，2～
4 での先行研究に基づいて考察し，技術系人材
のマネジメントに関する仮説を導出する。そし
て，「6．実務家からのインタビュー」では，国
内のある企業の元・人事担当者のインタビュー
により，５で導出した仮説の妥当性を検証す
る。最後に，「7．考察」では，2 から 6 で得ら
れた成果を示すとともに今後の課題を提示す
る。

2．経済学的アプローチ

2－ 1　人材の採用と配置に関する理論
近年，現実の企業経営と企業を取り巻く市場

における事象を経済学的なモデルで表現し分析
する研究が進んでいる。そうした動きの中で，
人的資源管理への経済学的なアプローチが試み
られており，人材の採用と配置の諸問題も取り
上げられている。これらのアプローチの多く
は，Simon（1957）が提唱した「限定された合
理性」という概念，すなわち，人間の認知能力

図表 1－ 1　職業別転職就業者数� （単位：千人）
現職の職業 Ａ（2002） Ｂ（2007）

専門的・技術的職業従事者 1 ,379 1 ,470
管理的職業従事者 214 161

事務従事者 2 ,615 2 ,683
販売従事者 1 ,924 2 ,160

サービス職業従事者 1 ,701 1 ,701
保安職業従事者 191 152
農林漁業作業者 294 101

運輸・通信従事者 553 438
生産工程・労務作業者 3 ,563 3 ,413

分類不能の職業 131 372
合計 12 ,564 12 ,651

Ａ：1997 年 10 月以降に前職を辞め，2002 年 9 月末までに就業した人
Ｂ：2002 年 10 月以降に前職を辞め，2007 年 9 月末までに就業した人

（出所：総務省『就業構造基本調査』より抜粋）
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には限界があり，限られた情報の中で最適な行
動を選択するという考え方と，Coase（1988 所
収，原著は 1937 に発表）が生み出した「取引
費用」という概念に基づいている。Williamson

（1975）は，「限定された合理性」と「取引費
用」という二つの概念に，「機会主義」という
概念，すなわち，人間は時おり不正直で利己的
な行動を取る，という考え方を取り入れ，現実
の企業経営と企業を取り巻く市場における事象
を経済学的に経済学的に取り扱う「取引費用の
経済学」と呼ばれる分野を確立させた。以下，
人材の採用と配置に関する主な研究を概観す
る。

（1） Simon（1957）による雇用関係の研究
「雇用契約」の特殊性を，経済学における価

格理論の通常の公式において仮定されている
「販売契約」と対比させながら，数学的モデル
を使って説明することを試みている。販売契約
では，契約交渉時において，契約当事者双方の
満足総量の分配が特定された上で合意されるの
に対して，雇用契約では，契約交渉時には，雇
用者が行使し得るオプションを示すことはで
きるとしても，全ての条件について同意する
のではなく「あとで同意することに同意する

（Williamson,1975）」ものであるという特性を示
している。

（2） Becker（1975）による人的資本投資の経済
学的意義の研究

人的資本という概念を生み出し，一般的技能
を高める「一般的訓練」と企業特殊的技能を高
める「特殊訓練」の経済学的な意義を対比させ
ながら，それらが企業と企業から訓練を受けた
労働者の意思決定や動機付けに与える影響につ
いて分析している。その結果，企業から特殊訓
練を受けた労働者が企業を辞めるについての動
機は，訓練を受けない者や企業から一般的訓練
を受けた雇用者よりも少ないことや，特殊訓練
を受けた労働者が，訓練を受けない労働者や一
般的訓練を受けた労働者よりも，一時解雇され

る可能性が小さいことを示している。
（3） Doeringer and Piore（1985 所 収， 原 著 は

1971 に発表）による内部労働市場という
概念の確立

内部労働市場という概念を確立させ，75 社
以上の米国企業の事例を調査した上で，その特
徴を明らかにした。内部労働市場の生成要因と
して「企業特殊的技能」，「職場内訓練」，「慣
習」を挙げており，内部労働市場は，企業特殊
的な技能を付与された労働者の離職に関する費
用を引き下げることから，経営者に好まれ，経
営者は労働者に対して経済的な誘引を通じて安
定を引き出そうとし，そしてまた他の内部労働
市場でも同様の行動が取られることから労働者
の移動が妨げられるため，労働者はますます，
内部労働市場と内部労働市場がもたらす特権を
守ろうとする，と主張している。

（4） Williamson（1975）による雇用関係の理解
人物評価に対する「限定された合理性」，労

働者の「機会主義的行動」，「課業の特異性」に
よる情報の偏在などの要因により，労働者の

「うわべだけの協力」と「完全なる協力」の区
別に困難を伴うため，内部労働市場の形での集
団的組織が，取引コストを節約し，「完全なる
協力」を促進するのに好適であると主張してい
る。

（5） Milgrom & Roberts（1992）による組織経済
学の視点でのアプローチ

経済学の最新の研究成果を，経済組織の問題
に対して体系的に応用してみようという試みの
中で，人材マネジメントに関する問題にも言及
している。古典的な経済理論では，賃金が市場
で決定され，労働移動が頻繁に行われることが
仮定されているが，これは，未熟練労働者の市
場についての充分な近似ではあっても，特別な
技能の開発が重要である大部分の労働には当て
はまらないことを指摘している。まず，雇用に
関しては，「雇用契約の曖昧さ」，「企業特殊的
技能を習得した人材の企業にとっての価値」，
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「企業による労働者の所得リスクの負担」，「採
用における情報の非対称性」などを考慮すべき
であると主張している。また，熟練を要するブ
ルーカラー労働，たいていのホワイトカラー
職，技術・経営，専門分野に関する職などの長
期的な仕事は，内部労働市場が企業内で適切な
人員配置と給与決定を行う場として発展してい
ることを示し，「生産性を高める企業特殊的人
的資本の取得」，「長期的な関係の中で労使が良
い評判を維持していきたいと願うことによって
補強される効率性賃金や暗黙的，関係的契約の
活用」，そして「効率的なインセンティブの提
供や生産的な職務配置を可能にする従業員の能
力についての知識」などを長期雇用の大きな利
点として掲げている。

（6） Lazear（1998）の人事経済学
経済学を分析の基礎として，様々な人事の問

題を幅広く取り上げている。例えば，採用の問
題を経済学的なモデルで捉え，「期待価値と賃
金が同じ 2 人の労働者がいたとすれば，リスク
の高いほうを採用すべきである。」という結論
を導いている。また，企業特殊的資本が重要な
場合は，新入社員および定年間近の人を解雇す
ることにより企業は利益を極大化できることを
示している。更に，特殊な技能を持つ人材を他
社から引き抜くことは魅力的であるが，外部者
は現在の雇用者に比べて労働者のことを知らな
いため，引き抜きやすい労働者は，引き抜く価
値がないことがよくあることも記している。

2 − 2　日本の労働市場に関する研究
日本の雇用慣行の特徴は，一般に長期安定的

な雇用，年功昇進・賃金体系，および企業内組
合などの雇用・賃金形態として理解され，長ら
く日本の労働市場を安定させてきた要因とされ
ている（八代，1997）。バブル崩壊後の企業に
よる新卒採用の抑制により，長期雇用のもとに
ある労働者が絞り込まれるとともに，従来の賃
金・処遇制度の見直しも進められ，雇用や人材

育成の方針にも揺らぎがみられた（厚生労働
省，2011）。このような環境下，日本の労働市
場の新しい形が模索されており，次のような研
究がなされている。

（1）日本の労働市場について
大橋（1990）は，日本の労働市場の特徴を経

済学的な数理モデルを使って理論的に分析する
ことを試み，労働の質に対する不完全な情報
が労働者を固定化させることなどを示してい
る。樋口等（2005）は，質の高い労働市場を構
築するために，労働に関する情報の不完全性・
非対称性を解消することによって労働力の最適
配分を図ること，労働者の就業経験と能力開発
機会を通じて職業能力を高め生産性を向上させ
ること，公的機関が求人企業と求職者の間の交
渉上の地歩の差を埋める役割を果たす必要があ
ることなどを主張している。そして，日本の戦
後確立された長期雇用慣行の下で，労働力の配
分と能力開発において中心的な役割を企業が果
たしてきたが，企業と労働者の関係が「保障と
拘束」の関係から「自己選択と自己責任を求め
る」関係に変化しつつあり，これからの日本に
おける外部労働市場の機能を強化する必要性を
説いている。八代（2009）は，日本経済の成長
のためには，一部の労働者の既得権を守ること
ではなく，セーフティ・ネット改革と職業安定
所の機能の充実を行いながら，労働市場の流動
化を図り，適正な労働移動が行われるべきであ
ると主張している。また，経理事務を例にあ
げ，情報機器の普及により，事務系人材の企業
特殊的な熟練の価値が低下していることも指摘
している。

（2）日本の雇用慣行について
樋口（2001）は，日本の人事制度とその運用

を経済学の視点から論理的に分析し，その経済
合理性を検証している。まず，整理解雇が制限
されている日本の雇用慣行は硬直性が強いと問
題視されているが，社内における配置転換につ
いては，企業側に大きな裁量権が認められてお
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り，この柔軟性によって大量の解雇者を出さず
に需要構造の大きな変化に対応し成長するこ
とができたと分析している。また，1980 年以
降，日本の技術者の転職希望者が増加している
にも関わらず，実際の転職者数が他の職種と大
差ないことを示し，年功的な賃金制度と企業特
殊性の強い職業能力が求められていることな
どが原因であると指摘している。小池（2005）
は，労働者のキャリアは多少とも企業特有の性
格を帯びやすく，企業特殊熟練はせいぜい熟練
の 10%～20 ％と想定するが，充分に内部労働
市場が成立するレベルであることを主張してい
る。

（3）日本の技術系人材の労働市場について
村上（2003）は，労働市場に関する経済理論

と労働移動に関する調査データを整理した上
で，経済学的な視点で，技術者の労働移動と労
働市場に与える影響を分析し，今後の技術者の
流動化の可能性を論じている。まず，調査デー
タから，大学や国立研究機関の方が民間よりも
転職者の割合が高く，大学や国立研究機関の方
が民間よりも中途採用を多く行っていることを
示した上で，国立研究機関への転職は，幅広い
研究の自由度や，よりよい研究環境を求めると
いったポジティブな転職理由が多いが，民間企
業間での転職は，スカウトが行われるのでない
限り，前の勤務先の問題が転職理由の中心にな
り，不満に後押しされた形の転職が行われるこ
とが多いことを指摘している。また，不確実性
の高い基礎寄りの研究ほど業績給に対するリス
クは高いが，雇用保障のある環境では，業績に
よる報酬格差などのインセンティブを望んでい
ることを報告している。更に，同研究では，日
米の製品戦略および製品開発システムの違いに
よる日米比較も行われ，米国では組織内分業が
徹底しているだけではなく，シリコンバレーの
企業では，企業間分業も徹底しており，技術は
企業特殊的というよりも産業特殊的であるため
に労働市場が流動化しやすい一方で，日本では

コーディネーションが重視され，研究開発の各
フェイズがオーバーラップして作業が進められ
るため，分業の程度が低く，労働市場が流動化
しにくいと主張している。小池（1994）は，労
働力の流動化こそが効率化を高め，真に創造的
な研究のためには日本の雇用システムを根本的
に改革すべきだという主張への反論として，創
造的な研究は一般に成功確率が低いため，成果
主義的な労働条件を提示すると，よほどのリス
ク選好型の研究者でないかぎり，創造的な研究
に挺身する研究者は現れないことを示すととも
に，企業内部での高度な技能形成の仕組みと資
格や賃金の水準を明示することを提言してい
る。

2 － 3　小括
経済学において「限定された合理性」，「取引

コスト論」，「情報の非対称性」といった新しい
概念が生まれ，現実の社会で起こっている事象
を，こうした新しい概念を取り入れながら，経
済学的なモデルで分析する研究が進んでいる。
労働市場も，古典的な経済学理論では完全競争
市場経済が前提とされていたが，こうした新し
い概念を取り入れることによって，現実の企業
および労働者の意思決定のメカニズムを経済学
的なモデルで表現し，分析されるようになっ
た。一方で，日本経済の停滞の中で，戦後の日
本的雇用システムの改革が提言され，労働市場
の流動化を主張する意見が主流となりつつあ
る。理論的には，ミクロ的に雇用のメカニズム
を捉えると，とりわけ企業のコア人材について
は内部労働市場の優位性が主張される一方で，
マクロ的には，日本経済再生のためには労働市
場の流動化を求める声が高まっている。また，
村上（2003）が，労働経済学の視点で技術系人
材の労働市場を取り扱っているが，まだ研究は
少ない。
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3．経営学的アプローチ

3－ 1　技術系人材を処遇する人事制度
戦後の日本経済を支えてきた製造業の多く

は，終身雇用と年功賃金を前提とした「職能資
格制度」を柱とした人事制度を採用してきた

（図表 3 － 1）。ゆえに，技術者を処遇する人事
制度と能力開発システムも，職能資格制度と強
く結びついており，課業・職務を体系的に訓練
し，個人の職務能力を高め，職能資格が上昇し
ていくという「囲い込み型教育」により成立し
ていた。こうした中で，多くの企業で，特に技
術者を処遇するために設けている人事制度につ
いて概観する。

賃金体系

職能資格制度昇進・昇格 人事考課制度

教育体系

図表 3－ 1　人事制度の構造関連図

（出所：梶原豊（2001），「人材開発論」，白桃書房，75
頁を加筆・修正）

（1） 専門職制度
専門職制度とは，技術系の職務に従事する者

に対して，管理職とは別の形で処遇することを
目的として設けられた制度である。とりわけ，
研究・開発を行う優秀な技術者を処遇したい場
合に，管理職として処遇することにより優秀な
技術者を失うという弊害を避けるために有効な
制度であると考えられるが，今野（1991）は，

「専門職は，管理職に昇進できない技術者の処
遇のための資格である」という考え方で専門職
制度が運用されてきたため，制度が形骸化した
例は多く，最近は，専門職への任用基準を厳し
くするという見直しの動きが強まっていること
を指摘している。

（2） 業績・成果主義的な賃金制度

賃金の決定要因は，「年功給」，「仕事給」，
「能力給」，「業績給」に分類することができる
（石川，2004）。戦後の高度成長を支えた多く
の日本企業において，職能資格制度を柱とし
た賃金制度が年功的に運用されてきた（樋口，
2001）が，長期雇用は維持される一方で，賃金
制度は業績・成果主義的に変化し，1990 年代
の半ば以降に，高学歴のホワイトカラー層を中
心に賃金格差が拡大傾向である（厚生労働省，
2011）と言われており，技術者に対しても同様
に賃金制度が業績・成果主義的に変化している
ことが推測される。藤本（2005b）は，製造業
重視の日本の場合，研究者・技術者の処遇は欧
米諸国の制度をそのまま輸入するのではなく社
会的・文化的背景を踏まえた上での議論が必要
であると主張している。

（3） 職務発明に対する処遇
Ｒ＆Ｄ部門に所属する研究者および技術者に

は，業績・成果主義的な賃金制度に関連して，
職務発明への評価の問題が存在する。例えば，
大竹（2006）は，青色発光ダイオードの職務発
明の裁判を例にあげて，革新的な職務発明の成
否には大きな不確実性が伴うため，本来，事後
的な成果に応じて報酬を支払いたいのは企業側
であり，多くの技術者（エンジニア）は，職務
発明が成功した場合に得られる期待利益からリ
スクプレミアムを差し引いた額が固定的に支払
われることを望むはずであると指摘している。
大竹（2006）は，更に，それにも関わらず，
200 億円支払いの判決を支持する技術者が多い
のは，職務発明が会社や上司の指示で行われて
いないケースがあったり，職務発明の成功確率
を過大に見積もる傾向にあることが理由である
としている。青色発光ダイオードの裁判以外に
も，社員あるいは元社員が会社に対して発明の
対価を求める訴訟が相次いでおり，こうした状
況下，多くの企業で発明報奨制度の新設および
見直しが行われ始めている。
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（4）社内公募制
社内の職務・職位に欠員が出た場合に，その

職務または職位に応募できる条件を提示し，社
内から希望者を募集する制度であり，制度自体
は，人事の停滞を除去し，組織活性化，人材発
掘等を期待して行われる人事施策である（梶
原，2001）。技術系人材の場合，公募に裏打ち
している専門職資格の格付け，相互の交渉機会
の公開性の確保として意義深いが，実際には，
人材の需給関係が一致せず，調整に苦慮してい
る事例も少なくない（福谷，2007）。

3 － 2　雇用ポートフォリオ論
1995 年に日本経営者団体連合会が発刊した

『新時代の「日本的経営」－挑戦すべき方向と
その具体策－』の中で雇用ポートフォリオとい
う考え方が紹介され，労働市場の流動化を見据
えた有期雇用契約を効果的に活用する要員管理
の手法として注目された。その後，これに類似
した「人的資源アーキテクチャー」や「人材
ポートフォリオ」といった概念が人的資源管理
論の研究者などから主張されるようになった。

（1） 雇用ポートフォリオ論（日本経営者団体連
合会）

日本経営者団体連合会の新・日本的経営シス
テム等研究プロジェクトは，1995 年に『新時

代の「日本的経営」－挑戦すべき方向とその具
体策』において，「人材の育成と業務の効率化
を図りつつ，仕事，人，コストを最も効率的に
組み合わせた企業経営」に向けて，雇用ポート
フォリオ論を提言した。雇用管理は各企業の考
え方や業務内容によって異なるとした上で，基
本的には「個の尊重」と「人材の有効活用」の
両立が可能となるように，「長期蓄積能力活用
型」，「高度専門能力活用型」，「雇用柔軟型」の
3 つのタイプの人材を効果的に組み合わせて，

“自社型雇用ポートフォリオ”を構築すること
を提言している。この中で，研究開発等の従事
者は，流動化させるグループの一つである「高
度専門能力活用型グループ」に含められてい
る。

（2） 「人的資源アーキテクチャー」（Lepak and 
Snell）

Lepak and Snellによる「人的資源アーキテク
チャー」では，人材の特性および価値を表す
ヒューマン・キャピタルという概念を用いて人
材のタイプを分類し，それぞれのタイプに適
した雇用モード，雇用関係，HR方針（Human 
Resource configuration）を適用することを提案
している。具体的には，企業の競争優位および
コア・コンピタンスの確立への貢献する能力を
表す『ヒューマン・キャピタルの価値（value）』

図表 3－ 2　「新・日本経営システム等研究プロジェクト」／グループ別に見た処遇の主な内容
分類 雇用形態 対象 賃金 賞与 退職金・年金 昇進・昇格 福祉政策

長期蓄積能
力活用型グ
ループ

期間の定め
のない雇用
契約

管理職・総
合職・技能
部門の基幹
職

月給制か年
俸制
職能給
昇給制度

定 率+業 績
スライド ポイント制

役職昇進
職能資格
昇給

生涯総合施
策

高度専門能
力活用型グ
ループ

有期雇用契
約

専 門 部 門
（ 企 画， 営
業，研究開
発等）

年俸制
業績給
昇給なし

成果配分 なし 業績評価 生活援護施
策

雇用柔軟型
グループ

有期雇用契
約

一般職
技能部門
販売部門

時間給制
職務給
昇給なし

定率 なし 上位職務へ
の転換

生活援護施
策

（出所：新・日本経営システム等研究プロジェクト（1995）／『新時代の「日本的経営」－挑戦すべき方向とその具体
策－』32 頁）
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と能力の企業特殊性や市場性を表す『ヒュー
マン・キャピタルの希少性（uniquness）』との
二つの指標を使用して，それぞれの軸の高低
を組み合わせ，4 つのヒューマン・キャピタル
のタイプに分類し，それぞれのタイプの雇用
モード，雇用関係，HR方針などを提示してい
る。重要なことは，全ての人材に対して，均一
のマネジメントを行うべきではなく，人材の特
性および価値に合わせた人材マネジメントが必
要であるということを主張しており，提示され
ている事例では，基礎研究に従事するエンジニ
アは「共有型ヒューマン・キャピタル」とし

てAllianceの対象に分類されており，企業コア
社員となるエンジニアは「育成型ヒューマン・
キャピタル」として，長期雇用・内部育成の対
象に分類されている。

3 － 3　技術系人材の組織間異動（組織内）
組織内での異動については，開本（1999）

は， あ る 国 立 有 名 大 学 工 学 部 を 卒 業 し た
14 ,444 名を対象とした調査データに基づき，
日本企業の研究開発技術者の職務間異動は活発
ではなく，基本的には，関連の強い部門への異
動に限定されているが，研究開発技術者の異動
は，年齢の上昇とともに回数が増加し，比較的
関連の薄い部門にも拡大していくことを指摘し
ている。梅澤（1996）は，研究開発の川上であ
る「基礎研究部門」から川下である「応用研究
部門」，「製品開発部門」という方向の異動が多
いことと ,年齢を考慮してみると 35 歳を過ぎる
と研究者の絶対数が急激に減少しており，とく
に基礎部門の研究者が他部門へ排出しているこ
とを指摘している。石川（1997）は，部門間統
合の必要性が高い化学工業と技術進歩が急速な
製薬工業の研究者の異動パターンを調査・分析
した結果，部門間統合の必要性が高い化学工業
は部門間ローテーションを川上と川下の双方向
に行われるのに対して，技術進歩が早く，研究
部門を重視している製薬工業は，川上から川下
への一方向のローテーションを行おうとするこ
とを明らかにしている。

3 － 4　技術系人材の組織間異動（組織外）
技術者は，一般的にプロフェッショナルと

認識されているが，「医師は病院」，「弁護士は
法律事務所」といった「専門職組織」に所属
するのではなく，企業という「非専門職組織」
に所属するという点で，性質が異なる（太田，
1993）。藤本（2005a）は，日本の企業内の研
究職が，職業人性と組織人性の両方を併せ持つ
ことがあることを示している。同時に，産業界

図表 3－ 3　人的資源アーキテクチャー（Lepak 
and Snellのモデル）
共有型ヒューマン・キャピタル
（低価値だが企業特殊的）

育成型ヒューマン・キャピタル
（高価値かつ企業特殊的）

雇用モード：提携・他社と
の共有（Alliance）
雇用関係：提携企業どうし
のパートナーシップ
人的資本：一般的ヒューマ
ン・キャピタル
人材イメージ：弁護士，基
礎研究に従事するエンジニ
ア・科学者など
HR方針：コラボラティブ
企業間の人材の共有
複数社が共有するシナジー
情報，知識の共有

雇用モード：長期雇用・内部
育成（Internal Development）
雇用関係：組織志向・関係
志向型心理的契約
人 的 資 本： 企 業 特 殊 的
ヒューマン・キャピタル

（↑競争優位の源泉）
人材イメージ：企業のコア社
員（※経営幹部だけではなく，
エンジニアなども含まれる。）
HR方針：信頼・コミット
メント型
幅広い職務定義
ポテンシャル重視の配置
手厚い教育訓練投資
メンタリング支援

契約型ヒューマン・キャピタル
（低価値かつ市場性高い）

調達型ヒューマン・キャピタル
（高価値だが市場性高い）

雇 用モード：契 約ベース
（Contracting）
（コスト低減と雇用の柔軟性）
雇用関係：処理的心理契約
人的資本：一般的ヒューマ
ン・キャピタル
人材イメージ：定型業務従
事者
HR方針：コンプライアンス型
事前に定めた契約内容の遵守
決められたことをきちんとや
る人材の採用
内部育成は行わない

雇 用 モ ー ド： 労 働 市 場
から市場価格による調達

（Acquisition）
雇用関係：シンバイオティッ
ク：共生
人的資本：一般的ヒューマ
ン・キャピタル
人材イメージ：公認会計士，
など
HR方針：マーケット型
即座の貢献
内部の教育訓練は受けない
市場価値と連動した報酬
内部育成は重視しない

（出所：Lepak, D. P. and Snell, S. A. （1999）,“The Human 
Resource Architecture : Toward a Theory of Human Capital 
Allocation and Development” Academy of Management 
Review 1999 , Vol.24 , No.1 ,P.37 を加筆）
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の研究者は限られた分野の専門知識を企業内で
蓄積していくため，仮に，その産業界の中では
最高位（マキシマム）を極めていたとしても，
それは，グローバル・マキシマムではなく，
ローカル・マキシマムであるため，異分野への
異動は極めて困難であることも指摘している。
更に，プロフェッショナルが必ずしも“強者”
ではないことを示唆した上で，日本の技術者を
含む専門職の異動可能性が低いことを主張して
いる。

3 － 5　小括
技術系人材のマネジメントに関する先行研究

は少ないが，技術系人材の配置および異動に関
するテーマは，技術系人材によるイノベーショ
ンの創出などのテーマと並んで，数多く取り上
げられており，実務家および経営学の研究者の
関心の高さが覗える。平野（2006）は，人事管
理と組織およびパフォーマンスの因果関係を導
くために，ゲーム理論を基礎におき，情報の経
済学，インセンティブ理論などの経済学の理論
を積極的に取り入れ，それを経営学的なスタン
スで分析することを試みているが，技術系人材
だけを取り扱った研究としては，そうした試み
はなされていない。

4．学際的アプローチ

人的資本と人材マネジメントの問題は，経済
学と経営学だけではなく，社会学・心理学など
との関連も深く，経営学と間の学際的な研究も
盛んに行われている。そこで，技術系人材のマ
ネジメントと関連のある学際的研究を概観す
る。

4 － 1　組織の成員性の構造
組織の成員性とは，組織のメンバーであると

いう「所属」と行動のスタンスに影響を与え
る「準拠」が密接に絡み合った概念である（田

尾，1999）。Gouldner（1957）は，組織への忠
誠心が強く集団への「所属」と「準拠」が重な
るローカルと専門知識へのコミットメントが強
く集団への「所属」と「準拠」が異なるコスモ
ポリタンという 2 つの役割を見出した。三崎

（2004）は，所属企業に対するロイヤリティと
専門家社会に対するロイヤリティが並存可能で
あることを指摘し，両方を併せ持つ研究開発者
の業績が高いという調査結果を示している。

4 － 2　組織内のプロフェッショナル
田尾（1999）は，組織内のプロフェッショ

ンの特徴として「組織の中で自律性が大きい
こと。」，「名称や業務を独占することができた
り，ライセンスシステムによって無資格者を排
除することができること。」，「専門的な権威に
依拠して，組織の中のフォーマルに定義された
権限関係から離れて，自らの職業上の要請にし
たがって仕事をすすめることができること。」，

「金銭的な報酬や人間関係によってではなく，
仕事それ自体のために働くように，誇りを持っ
て自信を持って，内発的に働くようになるこ
と。」，「所属性と準拠性が食い違い，近くの仲
間よりも遠くの同業者との関係を重視すること
が多いこと。」，「その高度な知識と技術によっ
て素人に対する一方的な支配関係にあることが
多く，厳しい倫理性が問われること。」などを
挙げている。また，本来プロフェッションと
は，その職業人としての立場を堅持するために
も，自立自営が可能であることが条件とされ，
いつでも縁が切れるための選択肢が別個にある
ことは彼らの立場を強くしていると主張してい
る。太田（1993）は，「非専門職組織」に雇用
されるプロフェッショナルの特徴を「専門的知
識・技術に基づく仕事であること。なお専門的
知識・技術とは大学等での体系的訓練によって
もたらされるものであり，一定の理論的基礎と
汎用性を有していること。」，「専門家団体ある
いは専門家社会の基準による，能力その他の評
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価システムが何らかの形で存在していること。」
としており，特定の組織内でのみ価値を持つよ
うな場合には，スペシャリストとは呼び得ても
プロフェッショナルとは言えないと主張してい
る。

4 － 3　キャリア観や職業意識
慶応義塾大学を中心とする研究グループ「Ｒ

＆Ｄ研究会」が約 1000 名の研究者・研究管理
者を対象として実施した比較的大規模な調査の
結果を基にして，研究会のメンバーである梅
澤（1996）と中原（1999）が研究者のキャリア
観と職業意識について詳しく分析している。中
原（1999）は，日本での研究者の入職経路とし
て最も多いのは「大学の先生の紹介」である
が，若手研究者ほど自分から直接企業へ応募し
ている比率が高いことを報告している。また，
研究者の中途採用を検討している企業は増加傾
向にあるが，実際の転職者数が増えていないこ
とも指摘している。また，日本の研究者は大学
での専門教育ないし資格取得時点では一人前の
研究者としての充分条件とは考えられていず，
大学教育に加えて企業内での一定期間の訓練と
職務経験を通して，はじめて一人前の研究者と
しての必要条件が満たされるとしている。梅澤

（1996）は，研究者の多くは基礎研究志向であ
り，研究開発のより「川上」を志向しているこ
となどを報告している。

4 － 4　モチベーション
Pelz and Andrews（1966）は，研究者を動機

付けるものとして「刺激としての自己の以前の
仕事」，「刺激としての自己の好奇心」，「自己
のアイディアを実行する自由への欲求」を挙
げ，有能な研究者は，ほとんどの環境下で強い
内的要因を持っているという調査結果を報告し
ている。McClelland（1987）は，達成欲求の高
い人は，中程度のリスクを好み，成績に関する
フィードバックを求めることを主張している。

開本（2006）は，Ｒ&Ｄ人材を研究技術者と開
発技術者に区分し，モチベーションプロセスに
ついて調査し，「研究技術者は経済的報酬重視，
開発技術者は昇進重視」であるとし，「何れも
外発的モチベーションに動機付けられるという
既存研究」とは異なる結果を示している。更
に，開本（2006）は，研究開発技術者のエンパ
ワーメントについて分析し，成果の相関を検証
した結果，両者に有意な相関が見られたことか
ら ,研究開発技術者の創造性を高めるためには，
エンパワーメントを刺激することが有効である
ことを主張している。渡辺（2008）は，全雇用
者を「幹部経営者」，「ゴールドカラー（管理
職・専門職，企業家，コンサルタントなど）」，

「ブルーカラー雇用者およびホワイトカラー下
級職・サービス業雇用者」，「フレックス雇用者

（非正規社員）」の 4 つのグループに分け，それ
ぞれの仕事意識と欲求にあわせたモチベーショ
ン政策を採るべきであると主張している。

4 － 5　小括
人的資源管理論が学際的な応用学問と言われ

るように，経済学と経営学以外の分野でも積極
的に取り扱われている。これは，人材マネジメ
ント上の意思決定においても，様々な学術分野
の視点で判断する必要があることを示唆してい
る。しかしながら，全ての指標を経済価値で表
現できない限り，経済合理性をもって意思決定
することは実務上困難である。

5．先行研究から導出された仮説

先行研究のサーベイを通じて考察した結果，
次の仮説を導出した。
5 － 1　�仮説 1「経済学的アプローチは有効で

ある」
近年，経済学の伝統的な基礎理論，比較的新

しい経済理論であるゲーム理論，エージェン
シー理論，取引コスト論などを企業経営の諸問
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題に適用し，経営学的な視点で分析する研究が
進んでいる。経営学における人的資源管理の研
究（心理学や社会学などとの間の学際的な研究
を含む）では，現実に起こっている事象から仮
説を導くという帰納法的なアプローチが多いこ
とから，経済社会で起こる現象を予測するため
に普遍性のある原理を基礎にして単純化した仮
定によりモデル化していくという経済学の演繹
法的なアプローチを人的資源管理の研究に取り
入れることにより，人的資源管理における諸問
題を複眼的にとらえることができ，より精緻な
分析が可能になると考える。すなわち，帰納法
的なアプローチによる分析に，演繹法的なアプ
ローチの分析を加味することによって，現実の
経営における現象をより精緻に表現できるモデ
ルを提示することができ，企業経営者に有効な
情報を提示することが可能であると考える。
Lazear（1998）は，人事を経済学に結び付ける
新しい研究分野「人事経済学」を確立させてお
り，企業経営者および人事担当者のための研究
と位置づけている。日本でも，小池（1982）や
平野（2006）などのように，経済学的アプロー
チを人的資源管理の問題に適用することに積極
的な研究者も少なくない。この経済学的なアプ
ローチによって「技術系人材の採用・配置」の
諸問題をモデル化することが，「技術系人材の
採用・配置」の特徴を分析するために有効であ
る。
5 － 2　�仮説 2「技術系人材の採用・配置につ

いては，内部労働市場に優位性がある」
「取引費用の経済学」の理論により，企業が

労働者を長期雇用することの利点が多いことが
導かれる。また，小池（2006）は，「企業特殊
熟練」の存在などによって内部労働市場が成立
しやすいことを主張している。専門知識を要す
る技術系人材の場合，「情報の非対称性」が存
在しやすいことから「取引費用」が大きくなる
ため外部労働市場が成立しにくく，内部労働市
場に優位性がある。

5 － 3　�仮説 3「変化が著しい外部環境下では，
内部労働市場の中での人材育成には限
界がある。」

変化の著しい外部環境下，企業が事業構造の
再構築を伴う経営戦略を遂行する中では，保有
する知識およびスキルが事業分野と密接に結び
ついている技術系人材については，内部労働市
場の中での人材育成では時間的な制約をカバー
できない場合があるなど限界があり，外部労働
市場を活用することによって，時間的な制約を
満たした機動的な人材配置が可能となる。つま
り，経済学的な理論では，技術系人材では外部
労働市場が成立しにくく，内部労働市場に優位
性があるという考え方に合理性があるとはい
え，外部環境の変化が激しい場合には，外部労
働市場の活用を検討せざるを得ないのが現実で
ある。

6．実務家からのインタビュー

事業部門と取り扱い品目の多さから，高い頻
度で技術系人材の異動が行われている企業の代
表例として日東電工株式会社を取り上げ，当社
の元・人材開発部長である六車忠裕氏から，技
術系人材の採用・異動についてインタビューを
実施した。

6 － 1　インタビュー内容
【日時】2011 年 8 月 30 日　10 時～12 時
【場所】日東電工株式会社　茨木事業所
【企業の概要】
（社名）日東電工株式会社
（設立）1918 年 10 月 25 日
（本社）大阪市北区梅田 2 丁目 5 番 25 号　ハー

ビスOSAKA
（資本金）267 億円
（事業内容）

粘着技術や塗工技術などの基幹技術をベース
に，シートやフィルム状のものに様々な機能を
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付加し，液晶用光学フィルムや自動車用部品，
海水淡水化膜や経皮吸収型テープ製剤など，グ
ローバルに幅広い分野で数々の製品を作り出し
ている。

図表 6－1　日東電工株式会社の業績推移（連結ベース）
売上高

（百万円）
営業利益

（百万円）
経常利益

（百万円）
当期純利益

（百万円）
従業員数
（人）

2011年3月期 638,556 85,245 85,143 55,743 25,402人 
2010年3月期 601,859 56,086 58,833 37,570 24,851人 
2009年3月期 577,922 13,838 14,807 267 23,163人 
2008年3月期 745,259 77,954 74,468 46,634 25,852人 

【先方からのコメント】
（人事制度）

複線型人事制度を採用。以前は，入社時に
Ｃ（Challenge）職掌とＮ（Nomal）職掌に区分
していたが，入社直後から成果重視で処遇に差
をつけることの問題点が指摘されるようにな
り，2007 年度より，一定期間経験後に本人の
希望により，新しい事業・技術・システムの創
出や仕組みの改革を担い成果重視で評価するＩ

（Innovation）職掌と，技能・技術の伝承，ノウ
ハウの蓄積，習熟度による業務の高度化を担い
習熟度で評価するＴ（Technical）職掌を選択で
きるように変更した。

（新規大卒理系を採用する理由）
労働経済白書による調査のとおり，理系で

あっても「長期的に育成することが必要な基幹
業務を担う者の確保」という意味がある。とり
わけ，マネージャー候補は，生え抜きの人材の
ほうが，周囲からの納得感を得やすいと考えて
いる。

（技術系人材の内部での異動について）
業種柄，化学系の人材が多く，化学系の知識

は汎用性が高いため異動は多い。技術系人材は
異動させることによって，発想が広がると考え
ている。ただし，評価技術だけは極めて高い専
門性を必要とするので異動は少なく，当該部門
からの転出や転入も稀である。

（企業特殊的な知識・スキルについて）
技術的な知識・スキルについては，企業特

殊的なものは無いと思う。ただし，たとえば，
「トラブルが発生したときには，いつどこの誰
に相談・報告すれば良いのか？」といった社内
の暗黙のルールなどを知ることは，まさに企業
特殊的な知識であり，当社のマネージャーとし
て必要とされる能力である。

（技術系人材の能力評価について）
企業内部で，様々な業務を担当させることに

よって，技術系人材の長所・短所が見えてくる
ため，新たな業務を担当させるときに生かすこ
とができる。化合物生成の実験などは，熟練の
要素も強く，成功までに要する時間は，担当す
る人材の経験や勘によって異なる。

（創造性の高い研究に対する評価について）
創造性の高い業務は，成果が得られるまでの

時間を要し，成果が得られるか否かのリスクが
高いが，マイルストーンとなるべき目標を適切
に設定することにより，一定の評価を与えるこ
とができる。

（中途採用について）
2000 年頃から，技術系人材の流動性が高

まっており，現在も中途採用を積極的に行って
いる。中途採用の人材を生え抜きの人材との間
で処遇の差をつけることはない。専門知識を
持っていれば，生え抜きである必要はない。専
門知識の有無は丁寧に面接をすれば大体わか
る。稀に，評価が外れることもあるが，当社は
成果重視の賃金体系をとっており，成果を上げ
なければ昇給できない仕組みなので，大きな問
題にはならない。米国では，技術系人材の出入
りは激しいが，国内では，技術系の人材が外部
の労働市場に流出することは滅多にない。人材
の流動性が高まると機密保持の問題が懸念され
るが，少なくとも米国では，機密漏えいには
大きなペナルティがつくというリスクが伴い，
思ったほど起こっていないと聞いている。



大　阪　大　学　経　済　学 Vol.61 No.3－ 50 －

（人材の流出について）
技術系人材が，引き抜きなどにより流出する

ことは殆どない。
（新規事業分野への進出のときの人材の調達に
ついて）

新規事業分野へ進出する場合は，企業を買収
したり，その分野の専門の技術系人材を採用す
ることが多い。その分野の専門知識があれば，
外部の人材でも問題ないが，企業理念を十分に
教育する。

6 － 2　小括
（1） 仮説 1「経済学的アプローチは有効である」

について
企業特殊的技能のウェイトが高いマネー

ジャー候補を新卒で採用し，生え抜きで育成す
る傾向にあることは経済学的な理論で導かれる
結論と整合的である。また，企業内での経験に
よって，内部労働市場の中の個々の人材の成長
度，能力および適性などの情報が費用をかける
ことなく蓄積され，次の配置に生かすことがで
きるという点で，明らかに外部労働市場との差
異が存在しており，経済学における ｢情報の非
対称性｣ の概念につながる。

（2） 仮説 2「技術系人材の採用・配置については，
内部労働市場に優位性がある」について

先方のコメントでは，技術系人材の流動性
が高まっているとのことである。しかしなが
ら，積極的に中途採用している一方で，人材の
流出が殆ど無いということであり，このことだ
けでは人材の流動性が高まっているとは言えな
い。人材を内部で積極的に異動させているとの
ことから，むしろ内部労働市場を積極的に活用
していると考えるべきである。2009 年 3 月期
を除いて順調に業績を伸ばしている当社にとっ
ては，優位性のある内部労働市場を活用した上
で，不足分を中途採用で補っているという見方
をすべきだと考える。

（3） 仮説 3「変化が著しい外部環境下では，内
部労働市場の中での人材育成には限界があ
る。」について

「ニッチトップ戦略」を掲げる当社は，事業
部門が多く，取り扱い製品の変更も比較的多い
ため，内部労働市場における技術者の異動は活
発であるが，新しい事業部門に進出する場合
は，時間を買うという視点で企業を買収した
り，新たに人材を調達することが多い。しかし
ながら，撤退部門から人員を流出させることは
極めて少ないようである。つまり，当社では，
内部労働市場を重視しているものの，内部労働
市場の活用だけでは限界があり，外部労働市場
を活用することにより機動性を確保していると
いえる。

7．考察

7－ 1　仮説の検証
（1） 仮説 1「経済学的アプローチは有効である」

について
経済学で生まれた「企業特殊的技能」および

「情報の非対称性」などの概念によって導き出
される理論と，現実の人材マネジメントの中で
起こっている事象に整合性があり，経済学的ア
プローチは有効であると言える。人的資源管理
では，経営学と隣接分野との学際的な研究が数
多く行われているが，現実に起こっている事象
から仮説を導くという帰納法的なアプローチが
多いため，演繹法的な経済学的なアプローチと
取り入れることの意義は大きい。また，「経済
合理性」という単一の評価指標で議論できると
いう可能性も期待できる。

（2） 仮説 2「技術系人材の採用・配置については，
内部労働市場に優位性がある」について

企業からのインタビューが一社だけなので断
定することはできないが，インタビューの内容
から判断する限り，内部労働市場が活性化し，
活発に利用されていることが推測される。仮説
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の妥当性を高めるためには，更に複数の企業か
らのインタビューを試みたり，中途採用者の転
職理由（前職に問題があったのか？新しい職に
魅力があったのか？）の調査などが必要であ
る。

（3） 仮説 3「変化が著しい外部環境下では，内
部労働市場の中での人材育成には限界があ
る。」について

企業の元・人事担当者へのインタビューによ
り，変化の著しい外部環境下，企業が事業構造
の再構築を伴う経営戦略を遂行する中では，保
有する知識およびスキルが事業分野と密接に結
びついている技術系人材の配置は，内部労働市
場の中での人材育成では時間的な制約をカバー
できない場合があるなど限界があり，外部労働
市場で補完することによって，時間的な制約を
満たした機動的な人材配置を行っているという
ことが確認できた。

外部環境の変化が著しく，時間的な制約を強
く意識する必要がある状況で，しかも技術系人
材の能力が均質で企業特殊的技能が存在せず，
法的制約も限定的で専門分野ごとに外部労働市
場の流動性が充分に高いという条件下では，事
業構造の再構築に合わせて人材の入れ替えをす
ればよい，という企業経営者の意思決定にも一
定の合理性は存在する。一方では，「企業特殊
的技能」および「情報の非対称性」の存在によ
り，内部労働市場を極力活用化することが企業
にとっても技術系人材本人にとってもプラスで
あることを，人事戦略策定を担当する人事担当
者並びに現場で実際の業務を行う技術系人材自
身は気付いていることもある。したがって，企
業内で経営戦略の策定者と人事戦略の策定者の
意見が対立しうることは想像に難くない。そう
いう意味でも，企業内で共通の基盤の上で議論
できるツールとして，経済学的な理論を踏まえ
た分析モデルを築くことは意義深いことであ
る。

7 － 2　プロフェッショナル性について
技術系人材は，「企業のなかのプロフェッ

ショナル」（小池，2005）と表現されたり，「非
営利組織のプロフェッショナル」（太田，993）
に分類されるなど，一般的なプロフェッショナ
ルの特徴とされるコスモポリタン的性格が弱い
とされている。しかしながら，コスモポリタン
的な人材の行動を経済学的に表現しようとすれ
ば，企業あるいは組織に所属しているか否かが
重要なのではなく，それぞれの人材の「市場
性」が重要であると考える。つまり，どれほど
専門性の高い能力を持っていても，企業特殊的
能力が一般的能力に比べて著しく高い比率を占
めていたり，特殊性が高く市場が狭すぎたり，
それ以外の理由で「情報の非対称性」が高すぎ
ると，「市場」が成立しないため，組織人とな
らざるを得ず，コスモポリタン的行動は起こし
にくいと考えられる。逆に，組織に所属してい
るプロフェッショナルであっても，「市場性」
が高ければコスモポリタン的行動を起こしやす
いと想像できる。

7 － 3　技術系人材の「市場性」について
技術系人材の「市場性」が低い場合が多いこ

とが考えられ，その理由として「①技術系人材
の能力の企業特殊性が高いこと」や「②専門能
力が特殊で市場が小さいこと」などが考えられ
る。①の場合，保有する企業特殊的能力が全社
的に通用するものであれば，経営者側の視点で
も，内部労働市場で活用する利点はある。②の
場合は，内部労働市場でも外部労働市場でも異
動に困難を伴う可能性が高いが，内部労働市場
であれば，当該技術系人材のポテンシャルや業
務への誠実な取り組み姿勢などの情報が明らか
な状況で配置することができる。たとえば，経
済学における完全市場の条件である「財・サー
ビスが均一」，「需要者供給者の数が充分に大き
い」，「財・サービスに関する情報が完全」，「参
入・退出が自由」と同様の考え方により，技術
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系人材の「市場性」を「財・サービスが均一→
専門分野の仕事が標準化されている」，「需要
者・供給者の数が充分に大きい→専門分野の求
人数・求職数が充分に多い」，「財・サービスに
関する情報が完全→情報の非対称性がない」，

「参入・退出が自由→採用・解雇の法的な制約
等がない」といった基準を「技術系人材の市場
性」の判断指標とすることも考えられる。

7 － 4　�「財・サービス」の市場と「技術系人材」
の市場との相違点

「財・サービス」の市場と「労働力」の市場
の最大の相違点は，取引される「労働力」が意
志を持つことである。例えば，情報の非対称性
が市場の歪みをもたらす例として取り上げられ
る「中古車市場」では，取引の対象である中古
車自身が将来の所有者である「買い手」を選ぶ
という意思決定はあり得ないが，「労働市場」
では，労働者自身が将来の雇用者である「企
業」を選ぶことになり，労働者自身が意思決定
することになる。とりわけ労働者としての「技
術系人材」の意志決定には，自身の将来の成果
の不確実性に対するリスクへの選好度が重要な
意味を持つことが考えられ，「技術系人材」の
市場を捉えるための重要な要素となりうる。

7 － 5　成果の不確実性・リスクについて
小池（1994）によれば，創造的な研究は一般

に成功確率が低いため，成果主義的な労働条件
を提示すると，よほどのリスク選好型の研究者
でないかぎり，創造的な研究に挺身する研究者
は現れない。しかも，創造的な研究であればあ
るほど，研究者の能力や研究への誠実な取り組
み姿勢とその成果が必ずしもリンクするとは限
らないので，モニタリングや評価が困難であ
り，エージェンシーコストが多額になるとも考
えられる。したがって，長期雇用により「情報
の非対称性」が低くなり，研究者の能力や研究
への誠実な取り組み姿勢を正しく評価できるよ

うになってこそ，企業は，その研究者に対して
自由で創造的な研究の機会を提供しようという
気持ちになるという考え方ができる。このよう
にして，エージェンシー理論と不確実性を扱う
効用理論によって，長期雇用を前提とした内部
労働市場で創造的な研究者を育成することの経
済合理性を説明できるのではないかと考える。

現実の経営で，新たな分野へ進出する場合，
「外部労働市場から，当該分野の専門家ではあ
るが，限られた情報の中で能力を評価・選抜し
なければならず，しかも自社の文化や規範に馴
染んでいない技術系人材を新規採用するリス
ク」よりも「内部労働市場から，当該分野の専
門家ではないが能力評価に対する情報の非対称
性は低く，しかも自社の文化や規範に馴染んで
いる技術系人材を配置する安全性」を優先させ
ているという傾向が見られないかと考えたが，
少なくとも，本研究で実施した実務家へのイン
タビューでは，そうした意見は得られていな
い。

7 － 6　�基礎研究部門の技術系人材の労働異動
について

基礎研究部門に従事する技術系人材（いわゆ
る基礎研究者）は，学会発表などを積極的行っ
ており，「情報の非対称性」が低く，この点で
は，労働の流動性を阻害する要因は小さい。一
方で，このような人材は，まさに「企業の競争
力の源泉」となりうる人材である。すなわち，
基礎研究部門に従事する技術系人材 (基礎研究
者 )は，「市場性がある人材」かつ「企業のコ
ア・コンピタンスを担う人材」であるといえ
る。そこで，基礎研究部門に従事する技術系人
材 (基礎研究者 )の労働異動や採用・配置のメ
カニズムを説明するにあたっては，「労働市場」
から捉えた経済学的なアプローチと「企業の競
争力」から捉えた経営学的アプローチの両面か
ら分析することが有効であると考える。
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7 － 7　まとめ
本稿では，「技術系人材のマネジメントを取

り扱うにあたり，経済学的アプローチは有効で
あること」，「技術系人材の採用・配置について
は，内部労働市場に優位性があり，日本企業は
内部労働市場の活用を選好する傾向にあるこ
と」，「変化が著しい外部環境下では，内部労働
市場の中での人材育成だけでは限界があり，外
部労働市場を活用することによって，時間的な
制約を満たした機動的な人材配置を行っている
ということ」を確認することができた。しかし
ながら，これは，技術系人材のマネジメントの
諸問題に対して，学際的なアプローチでの分析
を試みる第一歩に過ぎない。今後，次のような
方向性で研究を進展させていくことが望まれ
る。
○様々な学術分野で人材マネジメントに関連す

る研究が取り扱われているが，まず，理論が
確立され，しかも経済合理性を意思決定の指
標とすることができる経済学的なアプローチ
を試みることが有効である。

○本研究では，一企業だけのインタビューによ
り考察したが，研究の精度を高めるため，複
数の企業でのインタビューの実施が望まれ
る。その際，業種あるいは専門分野（化学，
物理，機械など）による差異があり得るの
で，異なる業種あるいは専門分野のインタ
ビューを実施することによって，各々の特徴
を分析することと，同一の業種および専門分
野で複数のインタビューを実施することに
よって，その精度を高めることが必要であ
る。

○技術系人材のマネジメントを経済学的にとら
えるとき，その「プロフェッショナル性」並
びに「市場性」の有無が重要な要素となりえ
る。したがって，技術系人材の「プロフェッ
ショナル性」や「市場性」についての研究を
深める必要がある。

○技術系人材の人材マネジメントに関し，外部

労働市場よりも内部労働市場を優先するの
は，法律上の制約などによる止むを得ない理
由だけではなく，経済合理性が存在する可能
性もあり得るが，必ずしも実際の企業行動と
は合致しない場合があるので，理論と調査の
両方からの分析が必要である。

○学会発表などに積極的で，「情報の非対称性」
が低い一方で，企業のコアコンピタンスを
担う「基礎研究部門の技術系人材（研究者）」
の流動性について更なる調査・分析が求めら
れる。

○自社が縮小していく部門は，マーケット自体
が縮小している場合も多く，労働力としての
市場規模も縮小している場合も多いことは，
人材マネジメントの上で大きな制約条件とな
りうる。この問題に，いかにして経済合理性
をもって対応するかは，今度検討していくべ
き課題である。
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A Fundamental Study on Human Resource Management for Technologists:
 Based on Survey of Preceding Studies about Recruitment and Placement

Yasukazu HIDAKA and Toshio KOBAYASHI

　In the present keen global competition, many corporations and corporate groups have been 
positively reforming their business structures in order to optimize their business resource allocations. 
Under these circumstances, the management for technologists, the recruitment and placement of 
them, has become one of the most important strategical issues because their capabilities should be the 
resource of corporate competitiveness, especially for manufacturers. 
　In this study, first of all, we will consider the mechanism of “recruitment and placement of 
technologists” from the viewpoint of the economical labor market, as is macro approach. On the 
other hand, from the micro viewpoint, that is the internal human resource management, we will learn 
from the recent studies of human resource strategies so that we can find a suitable theory to the macro 
approach. Then, we try to construct our hypothesis and verify it by interviewing personnel manager of 
a corporation. The main results of this study will be the following:

（1）Japanese corporations commonly prefer the development of the internal human resource to 
the recruitment from the external labor market in order to reduce the risk of “asymmetric 
information”, when they make plans for “recruitment and placement of technologists”.

（2）However, as the internal human resource development is limited on the volume and scope, seeking 
for the way to adapt drastic changes in the world economic environment, Japanese corporations 
have been searching for the new style of Japanese recruitment and placement.

JEL Classification Code: J24 M12 M20 M50
Key words: Human Resource Management, Technologist, Asymmetric Information, Internal Labor 
Market, MOT


